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　問題意識
　1990年代以降の日本の政治課題のひとつに、選挙改革があった。それまでの日本の選挙は、政
党中心というより候補者中心の選挙運動が展開され、政策本位というよりも選挙民へのサービス
合戦という色彩が濃かった。その原因のひとつに選挙制度があった。1993年総選挙まで採用され
ていた中選挙区制の下で、単独で政権獲得をめざす政党は、一選挙区で複数の候補者を擁i立せざ
るをえない。こうした同一候補者間の競合は、政策論争よりも選挙民に対する奉仕活動の多寡を
めぐって展開され、その結果、候補者は選挙民への奉仕活動を展開し、多額の選挙費用も必要と
なる。その結果、「政治と金」の問題がしばしば政治腐敗というかたちで露見し、国民の政治不信
を招いてきた。また、中選挙区制は小選挙区制に比べて政権交代の可能性が低く、政権の固定化
がいわゆる族議員と関連業界との癒着といったような政治腐敗の土壌を生み出すといった点も選
挙制度改革の根拠となった。結果的に1994年に細川政権のもとで小選挙区比例代表並立制が導入
された。
　また、2003年総選挙に際しては「マニフェスト（政権公約）」が注目を集めた。マニフェスト
という言葉の内容がどこまで理解されたのかはさておき、この言葉はみるみるうちに巷に広がり、
年末には流行語大賞にも選ばれた。この急速な広がりにおけるマス・メディアの役割の大きさは
いうまでもない。北川正恭前三重県知事などが提唱したマニフェスト選挙の目的のひとつは「政
党・政策本位の選挙」の実現であった。しかしこの目的は1994年に導入された小選挙区比例代表
並立制の導入目的にすでに含まれていた。したがって、今回のマニフェスト選挙のキャンペーン
は、1980年代末からの議論が展開された政治改革の潮流の中に位置づけることができる。
　マニフェスト運動はまず、選挙戦の主体である政党に対するアピールであり、政党は数値目標・
財源・達成時期などを伴う具体的な政策の提示を求められたが、同時に選挙民に向けてのアピー
ルでもあった。すなわち、長く続いた中選挙区制の下で染み付いた、地縁・血縁・職縁などにも
とつく候補者個人本位の投票選択ではなく、政党・政策本位の投票選択を訴えかけるものでもあ
った。
　これらの政治改革（運動）の結果、その後の選挙では、政党・政策本位の方向に進んだといえ
るのだろうか。この点に関しては有権者の投票行動に関する検証のみならず、マス・メディアの
選挙報道の実情に関する分析も必要とされる。そこで、本研究においては、選挙報道の内容分析
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を行った。
　研究内容
　研究内容としては、内容分析のフォー・・一マットを作成し、1990年から2003年までの実施された5
回の総選挙に関する3大紙（朝日新聞・読売新聞・毎日新聞）の総選挙報道の内容分析を行った。
内容分析のフォーマットの作成に当たっては、Thomas　E．Pattersonが米大統領選報道の内容分析を
行うに当たって作成した分析枠組みである「ゲーム報道」と「実質報道（Substance）」の枠組みを
基本としつつ、日米両国の選挙事情の違いなども考慮に入れ、独自のコーディング用紙を作成し
た。
　筆者は、ゲーム報道をあくまで選挙結果に関連した競馬的側面に関する報道と定義し、実質報
道は当該選挙で有権者の判断基準となるべき事項に関する報道と定義する。
　内容分析の対象期間は、各総選挙における公示日から投票日当日までの期間である。なお、読
者投稿欄、地域面は分析の対象から除外した。
　コーディングに当たっては、各カテゴリーから各記事がもっとも該当するものを選択するとい
うシングル・コーディング方式を採用した。また、各記事の大きさをコラムセンチによって計測
し、記事数のみならず記事の大きさという観点からも内容別の比較を検討できるようにした。
　加えて、政策争点の内容に関しても分析を行った。こちらは同一記事に複数の政策争点が取り
上げられていることも多いため、マルチ・コー・一ディング方式を採用した。コーディング作業は訓
練を受けた大学生によって行った。
　結論
　5回の総選挙報道を分析した結果、並立制導入後に実質報道の比率がやや上昇し、さらにマニ
フェストが導入された2003年総選挙ではさらに実質報道の比率が上昇した。政治改革はメディア
の選挙報道をより政策選挙と変えていったといえる。
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